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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 
本稿は知財活動の領域と定義、知財活動と開発活動の協働による組織運営の仕組み、知財
活動と開発活動の協働の意義等知財活動の全体像を把握することを目的に、キヤノンにおけ
るインクジェット事業化過程を事例として、事例分析の発見事項から仮説の導出を目的とし
た論文である。 
以下1研究の問い、2本稿の構成、3各章要旨及びモデルについて記述する。 
 
 1. 研究の問い 
【問1】キヤノンにおける知財活動の領域と定義は何か 
【問2】キヤノンにおける知財活動と開発活動の協働による組織運営の仕組みは 
どのようなものか 
【問3】キヤノンにおける知財活動と開発活動の協働の意義は何か 
2. 本稿の構成 
 
1章問題意識 
⇩  
2章先行研究 
⇩  
3章本稿の方法論と分析対象 
 事例 
4章キヤノンに 
おける知財活動と
開発活動の協働の
仕組み 
4章キヤノンに 
おける知財部門の
組織構造と職能機
能の発展 
5章キヤノンのイ
ンクジェット技術
開発における開発
活動と知財活動の
協働の過程と意義 
６章侵害品対策に
おける開発活動と
知財活動の協働─
インクタンク事件
を事例として─ 
⇩  
7章結論・考察 
 
3. 各章の要旨及びモデル 
 
1章問題意識 
知財活動の全体像を把握する必要性があるという問題意識に基づき、知財活動の領域と定義は
何か、知財活動と開発活動の協働による組織運営はどのようなものか、知財活動と開発活動の
協働の意義は何か、という3つの研究問いを導出した。 
 
2章先行研究 
既存研究には法学的見地、経済学的見地、経営学的見地の3つの潮流があることをレビューし、
いずれの研究の根底にも企業行為や企業モチベーションが位置付けられていることを述べた。 
 
3章本稿の方法論と分析対象 
探索型研究として仮説の導出を目的とする研究であること及び方法論、分析対象、データにつ
いて記述した。 
 
4章(事例1)キヤノンにおける知財活動と開発活動の協働の仕組み 
製品開発過程の各段階における知財活動と開発活動の協働の仕組みを記述し、その意義につい
て検討した。キヤノンが留意している点は両活動のパワーが同等となることであり、これが政
治的なプロセス・コンフリクトを防ぎ、創造的コンフリクトを創出する背景であることを述べ
た。 
(事例2)キヤノンにおける知財部門の組織構造と職能機能の発展 
キヤノンの組織図における知財部門の位置付けの分析を通じて、知財部門の組織構造と職能機
能の変化と意義を検討した。 
知財部門の発展経緯は技術部内特許課（第1段階）➡特許部（特許法務センター）（第2段階）
➡知的財産法務本部（第3段階）という3段階の発展を遂げ、組織構造上早い段階から組織図上
同等の位置付けとなっている。発展経緯にあわせて知財部門の職能機能も事務手続を中心とす
る部門から経営方針を直接反映した特許戦略を展開する部門、権利化だけではなく特許紛争へ
の対応も含めた知的財産を軸とした統合的マネジメントを行う部門へと変化している。 
またその背景には、知財活動が開発活動に関与する領域が定められており、知財部門の領域を
開発部門との関係性において定義しているとみることができる。 
 
5章(事例)キヤノンのインクジェット技術開発における開発活動と知財活動の協働の過程と意
義 
開発活動と知財活動のタスクフローの違いに着目し、特にインク開発技術に注目して両活動の
分析を行った。開発活動が製品化に向けての解を導出するタスクを行うのに対し、 
知財活動は開発活動が導いた解を発明の構造化の力を用いてより強い特許性持つ出願として
権利化を行っている可能性があることを述べた。 
 
6章(事例)侵害品対策における開発活動と知財活動の協働 
─インクタンク事件を事例として─ 
インクタンク事件の裁判経過を事例とし、侵害品に対応する知財活動が企業の直面するタスク
環境のみならず、一般的環境を直接に操作する環境操作の側面を担っていることを記述した。 
 
7章結論・考察 
1章で設定した研究の問いに対して、事例分析を通じて下記の仮説及び本稿のモデルを提示し
た。 
【問1】知財活動の領域と定義は何か 
➡知財活動の領域(4章) 
「開発活動との関係性により規定される領域」 
知財活動の領域の決定は、知財活動が単独で決定できることではなく、開発活動との関係性に
より規定される。そのために各企業で知財活動をどのように活用するのかという議論が必要で
あり、活動内容が定まっていないという点も知財活動の把握が困難である原因の1つと考えら
れる。 
研究開発、知財部門、事業部門が協働する三位一体が必ずしも正しいありかたであるとは限ら
ない可能性がある。 
➡知財活動の定義は何か（5章6章） 
「知財活動は発明の構造化の力により技術思想を抽出し、製品の機能に多義性を付与 
する活動」 
 
【問2】知財活動と開発活動の協働による組織運営の仕組みはどのようなものか 
「知財部門の領域を問1を踏まえて規定し、その領域において知財部門と協働する部門とのパ
ワーのバランスやコンフリクトも想定した関係性を構築する仕組み」 
4章事例１では、製品開発過程の各段階における知財活動と開発活動の協働の仕組みを記述し、
その意義について検討した。 
キヤノンが留意している点は両活動のパワーが同等となることであり、これが政治的なプロセ
ス・コンフリクトを防ぎ、創造的コンフリクトを創出する背景であることを述べた。 
4章事例2ではキヤノンにおける知財部門の組織構造と職能機能の発展を組織図をもとに分析
し、知財部門は事務手続を行う部門から知的財産を戦略的に扱う部門として発展してきたこと
を記述した。 
 
【問3】知財活動と開発活動の協働の意義は何か 
「開発活動と異なる視点での知財活動の貢献」 
・発明の技術思の抽出という側面から製品開発過程に貢献する(5章) 
・開発活動の意図に加え、知財活動の意図も請求項に加えた権利化により将来の一般環境の操
作を可能にする側面がある（6章） 
知財活動を用いることで、環境操作の幅は拡大し企業が直面する環境不確実性を減じ、将来に
おける環境変化を織り込み、製品に環境に対応する多義性を戦略的に付与する手段となりうる
ことを記述した。そこでは、6章で述べたように知財活動と開発活動が異なる意図を持ってい
る可能性もあり得る。 
知財活動との協働することにより、環境を知財活動が捉える環境と開発活動が捉える環境とい
う2つの視角から解釈することが可能となる。 
 
【モデル】 
本稿の理論的枠組みとして提示するのが、知財活動との協働による環境の多元的解釈モデルで
ある。知財活動との協働による環境の多元的解釈モデルの中心となるのは、製品開発過程にお
ける技術の解が収斂していくのに対し、それに対応する技術思想の量は時間の経過とともに増
加し、多義性をもって製品に付与されていき、その背景には開発活動の不確実性の削減とは異
なる知財活動の環境に対する解釈が存在するというものである。 
知財活動との協働による環境の多元的解釈モデル 
知財活動【技術思想としての多義性の集合体】 
＜環境解釈＞【知財活動による技術思想の抽出】【知財活動による戦略的多義性の付与】 
<環境解釈＞【開発活動の解釈のあいまい性】【開発活動の多義性】【開発活動の不確実性】 
開発活動【製品開発のあいまい性、多義性、不確実性の集合体】 
環境の多元的解釈モデルの主な意義としては、次の3点が考えられる。 
第1にこの枠組みからは環境を行為者から独立したものではなく、その生成に主体的に関与し
ていくことができるものとして考えることができる。 
第2に知財活動との協働により、環境を単層や定点におけるものとして捉えるのではなく、知
財活動が捉える環境と開発活動が捉える環境という2層性を具備したものと解釈することが可
能となる。 
第3に新しい技術思想を抽出することができるような優れた発明の権利化を行う製品開発過程
においては、技術開発のみが重要な要素ではなく、特許法という法的なバックグラウンドを持
つ制度環境が企業の開発活動と相互に作用し、環境が動態的に変動する過程の存在が示唆され
る。そこでは技術開発から生み出される不確実性の削減に向かう道筋が唯一のものではない。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
わが国において知的財産の重要性が認識されてから久しいが、企業レベルでは知財活動は研究
開発の成果としてしかみなされておらず戦略的に位置づけられているとは言いがたい。本稿で
は、知財戦略で先駆的な企業とみなされている株式会社キヤノンを事例に取り上げ、（1）知
財活動の領域と定義に新たな定義を与え、（2）それを可能にするための組織的仕組み、主に
知財活動と開発活動の協働のあるべき姿を提示し、（3）企業の知的財産活動について新たな
概念モデルを提示した。以下、各章の概要を以下に紹介する。第一章では知的財産活動の現状
とその課題について、本稿の問題意識が提示された。第二章では、特許制度についての研究を、
法学的見地、経済学的見地、経営学的見地から概観しつつ、「企業が特許制度をどのように活
用するか」という経営学的見地の研究が未だ蓄積が不十分であることが示した。第三章では研
究方法論が提示された。第四章ではキヤノンにおける知財活動と開発活動の協働がどのような
仕組みのもと行われているのかが詳述され、キヤノンにおいては、知財部門が開発部門に「併
走」および「浸透」する形で協働していることが明らかにされた。さらに第五章では、インク
ジェット技術開発において、知財部門と開発部門の両部門の協働の意義について、特に知財部
門の「発明の構造化」に着眼して検討をした。開発活動のみならず、知財部門の「発明の構造
化」の力が優れていたため、キヤノンは後発他社の模倣や参入を防ぐことができたという説明
がなされた。この力が発揮されたのが第六章で提示されたインクタンク事件裁判である。キヤ
ノンは後発・模造品への特許侵害に対し裁判を起こし勝訴したが、その判例を分析し、キヤノ
ンの知財が単に防衛力のみならず、製品に多義性を付与する手段を与えつつ、企業が直面する
環境の不確実性を減じる手段となっていたことを実証した。第七章では、上記の議論や実証を
踏まえて、知財活動と開発活動との協働による「環境の多元的解釈モデル」を提示した。  
本稿は、キヤノンの開発・特許部門へのインタビューや同社の特許分析など丹念に収集した情
報に基づいて、独自性の高い概念枠組みを創り提示した点は非常に高く評価できる。特に開発
部門と知財部門の協働とその組織的仕組みの実態に着眼し詳述した研究は本研究がはじめて
であると思われる。さらに本研究は、企業の知財活動の新たな側面に光を当て、その戦略的可
能性を提示したという点で、実務的にも示唆にも富んでいる。上記の理由から本論文は博士学
位論文に値すると判断できる。 
 
 
